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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境が改善傾向にある中で、個人消費につき

ましても持ち直しの兆しが見られるなど景気は緩やかな回復基調が続いております。 

 当社グループの商品需要とも関係の深い建築業界におきましては、政府による各種住宅取得・リフォーム支援制

度により、本年４月以降は消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減の影響が薄れており、新設住宅着工戸数は

緩やかな持ち直しの動きが見られます。 

 このような状況の中、当社グループにおきましては、九州エリアでの営業基盤の一層の強化とお客様へのサービ

ス向上に努めるため、平成27年３月に福岡営業所（福岡市東区）を福岡中心部の博多区で建設を進めていた地上８

階建のビル「長府博多ビジネスセンター」に移転するとともに、人員体制を拡充し新たに福岡支店として開設いた

しました。 

 研究開発部門では、低価格を追求した太陽熱利用給湯システムや、燃焼音において業界トップの静音化を実現し

た減圧式・貯湯型石油給湯器、汚れにくくお掃除が簡単なシステムバスの新シリーズの開発を行うなど、住環境に

合った研究開発を行ってまいりました。 

 一方、生産・購買部門におきましては、生産工程の見直しや作業工数の削減、諸資材のコストダウンなど生産性

の向上と原価低減に積極的に取り組んでまいりました。 

 売上高を製品別に見ますと、給湯機器につきましては、主力製品の石油給湯器は持ち直しの動きが見られるもの

の、昨年の１～３月に給湯機器全般が消費税増税前の駆け込み需要により大きく売上を伸ばした反動で前年比では

大きく減少し、全体で99億39百万円（前年同期比20.1％減）となりました。空調機器につきましては、ルームエア

コンやヒートポンプ式温水床暖房などの販売減が影響し、全体で64億35百万円（同13.0％減）となりました。シス

テム機器につきましては、好評を博しているヒートショック対策に有効なシステムバスの快適オプション「シャワ

暖プラスＡｇ」のセールに加えて、お掃除が簡単なシステムバスの新シリーズを投入するなど住宅リフォーム需要

の取り込みに注力しましたが、全体で12億79百万円（同20.6％減）となりました。ソーラー機器につきましては、

エコ住宅設備として太陽熱利用給湯システムが省エネ住宅ポイントの対象製品になっておりますが、太陽熱温水器

を始め昨年の消費税増税による売上の落ち込みからの回復は鈍く、全体で5億16百万円（同36.3％減）となりまし

た。その他は9億68百万円（同16.1％減）となりました。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は191億37百万円（同18.3％減）となりました。また、利益面に

つきましては、売上高の低迷による売上総利益の減少に伴い、営業利益は1億83百万円（同90.4％減）、経常利益

は16億84百万円（同47.6％減）、四半期純利益は9億56百万円（同54.8％減）となりました。 

 

  品目別売上高の状況 

  当四半期（平成27年12月期第２四半期） 

  金額（百万円） 構成比（％） 前年同四半期比（％） 

給湯機器 9,939 51.9 △20.1 

空調機器 6,435 33.6 △13.0 

システム機器 1,279 6.7 △20.6 

ソーラー機器 516 2.7 △36.3 

その他 968 5.1 △16.1 

合 計 19,137 100.0 △18.3 
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（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ7億67百万円減少し、1,300億67百万円となり

ました。主な増減としましては、有価証券が71億77百万円、受取手形及び売掛金が41億71百万円減少し、投資有価

証券が81億12百万円、建物及び構築物（純額）が16億28百万円増加しました。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ12億80百万円減少し、109億86百万円となりました。主な増減としましては、

支払手形及び買掛金が9億81百万円、未払法人税等が5億47百万円、短期借入金が4億円減少し、賞与引当金が10億

52百万円増加しました。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ5億12百万円増加し、1,190億80百万円となりました。主な増減としまして

は、利益剰余金が4億43百万円増加しました。その結果、自己資本比率は91.6％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況

 当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ1億7

百万円減少し、30億30百万円となりました。

 営業活動の結果得られた資金は34億78百万円（前年同期比21.5％減）となりました。これは主として、税金等調

整前四半期純利益や売上債権の減少などによるものであります。

 投資活動の結果使用した資金は26億29百万円（前年同四半期は3億円の獲得）となりました。これは主として、

投資有価証券の取得による支出によるものであります。

 財務活動の結果使用した資金は9億56百万円（前年同期比29.5％減）となりました。これは主として、配当金の

支払や短期借入金の減少によるものであります。

 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 通期の業績予想につきましては、前回予想（平成27年７月17日発表）からの変更はありません。なお、本資料に

記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更） 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日公表

分。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文

に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直

し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法

を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に

加減しております。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が65百万円減少するとともに、利益剰余金

が42百万円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半

期純利益に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,725 5,435 

受取手形及び売掛金 10,278 6,106 

有価証券 10,569 3,392 

商品及び製品 3,872 4,745 

仕掛品 592 457 

原材料及び貯蔵品 1,232 1,241 

繰延税金資産 105 749 

その他 562 556 

貸倒引当金 △7 △6 

流動資産合計 32,931 22,678 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,812 7,441 

機械装置及び運搬具（純額） 2,724 3,370 

土地 14,115 14,115 

建設仮勘定 796 9 

その他（純額） 292 225 

有形固定資産合計 23,743 25,161 

無形固定資産 169 155 

投資その他の資産    

投資有価証券 72,950 81,063 

長期貸付金 511 521 

繰延税金資産 108 92 

その他 419 394 

貸倒引当金 △0 △0 

投資その他の資産合計 73,989 82,071 

固定資産合計 97,903 107,388 

資産合計 130,834 130,067 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,268 3,287 

短期借入金 400 － 

未払法人税等 1,262 715 

賞与引当金 214 1,267 

製品補償損失引当金 60 287 

未払金 791 548 

未払費用 71 194 

預り金 1,202 907 

設備関係未払金 10 36 

繰延税金負債 151 － 

その他 505 102 

流動負債合計 8,937 7,345 

固定負債    

繰延税金負債 2,082 2,142 

退職給付に係る負債 966 1,089 

その他 280 408 

固定負債合計 3,329 3,640 

負債合計 12,267 10,986 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,000 7,000 

資本剰余金 3,568 3,568 

利益剰余金 106,611 107,054 

自己株式 △2,605 △2,605 

株主資本合計 114,574 115,017 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,492 4,522 

退職給付に係る調整累計額 △499 △459 

その他の包括利益累計額合計 3,993 4,063 

純資産合計 118,567 119,080 

負債純資産合計 130,834 130,067 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 23,412 19,137 

売上原価 17,040 14,486 

売上総利益 6,371 4,651 

販売費及び一般管理費 4,468 4,467 

営業利益 1,903 183 

営業外収益    

受取利息 572 480 

受取配当金 142 154 

不動産賃貸料 181 212 

為替差益 180 200 

有価証券売却益 47 434 

売電収入 157 194 

その他 337 136 

営業外収益合計 1,618 1,815 

営業外費用    

支払利息 4 4 

売上割引 131 107 

不動産賃貸費用 81 91 

売電費用 82 105 

その他 7 4 

営業外費用合計 307 313 

経常利益 3,214 1,684 

特別利益    

投資有価証券売却益 66 － 

その他 0 0 

特別利益合計 67 0 

特別損失    

固定資産処分損 2 1 

投資有価証券売却損 24 15 

製品補償損失 － 106 

製品補償損失引当金繰入額 － 240 

特別損失合計 27 364 

税金等調整前四半期純利益 3,254 1,321 

法人税、住民税及び事業税 1,337 812 

法人税等調整額 △199 △447 

法人税等合計 1,137 364 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,116 956 

四半期純利益 2,116 956 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,116 956 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2 29 

退職給付に係る調整額 － 40 

その他の包括利益合計 2 70 

四半期包括利益 2,118 1,026 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,118 1,026 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 3,254 1,321 

減価償却費 723 723 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,065 1,052 

製品補償損失引当金の増減額（△は減少） △18 227 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 170 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 123 

その他の引当金の増減額（△は減少） △37 △34 

受取利息及び受取配当金 △714 △635 

支払利息 4 4 

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △89 △418 

為替差損益（△は益） △180 △200 

固定資産処分損益（△は益） 2 0 

売上債権の増減額（△は増加） 2,630 4,171 

たな卸資産の増減額（△は増加） △813 △747 

仕入債務の増減額（△は減少） △985 △981 

預り金の増減額（△は減少） △264 △295 

その他 △216 △196 

小計 4,529 4,115 

利息及び配当金の受取額 753 696 

利息の支払額 △4 △4 

法人税等の支払額 △849 △1,330 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,428 3,478 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 － △200 

有価証券の売却及び償還による収入 4,468 7,912 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,423 △2,104 

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 2 

投資有価証券の取得による支出 △4,008 △10,765 

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,686 2,309 

定期預金の預入による支出 △221 △335 

定期預金の払戻による収入 － 461 

貸付けによる支出 △240 △42 

貸付金の回収による収入 37 132 

投資活動によるキャッシュ・フロー 300 △2,629 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △800 △400 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

配当金の支払額 △555 △555 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,355 △956 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,368 △107 

現金及び現金同等物の期首残高 3,525 3,138 

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,894 3,030 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平

成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

 当社グループは住宅関連機器の製造、販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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